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米国ではインフレが引き続き加速
米国では経済活動の再開と供給網の阻害により、インフレが続いています。中古車価格や住宅価格
は高騰しており、消費者の高額商品の購入環境は悪化しています。加えて、労働市場における企業の
雇用確保に向けた賃金上昇の動きもインフレを押し上げる可能性があります。また、米国では国民の
約50％がワクチン接種を完了している一方、州ごとに接種状況に差があるようです。感染が再拡大し
ている新型コロナウイルスの動向にも注意が必要です。

日本では再び行動規制
日本ではワクチン接種ペースが加速していますが、欧米と比較すると遅れています。また、感染拡大によ
り東京都では４度目の緊急事態宣言が発出、東京オリンピックは大半の会場で無観客での開催が決
定される等、7月は再び規制が強化されました。日本の経済正常化は従来期待していたより後ずれす
る可能性が出ており、日銀による大規模な金融緩和は今後も維持されると予想しています。

コロナとの共生を目指す英国
欧州ではワクチン接種が進んでおり、国際間の移動制限が緩和されていましたが、感染者数は増加傾
向です。これを受け、フランスではワクチン接種の義務化、ドイツやスペインでは行動規制が再び強化され
ています。一方で、英国では感染者が今年1月のピークに迫りつつある中で、新型コロナウイルス感染抑
制に関するほぼすべての規制が解除されました。感染再拡大の状況下での経済再開に際して、英国が
コロナウイルスとの共生を実現できるか否かに注目です。
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8月の主な政治・経済イベント

予定

2日(月) 米国 ISM（サプライマネジメント協会）製造業景況感指数（7月）

5日(木) 英国 金融政策発表

6日(金) 米国 雇用統計（7月）

8日(日) 日本 東京2020オリンピック閉会式

11日(水) 米国 消費者物価指数（7月）

16日(月) 中国 鉱工業生産指数、小売売上高、固定資産投資（7月）

16日(月) 日本 4-6月期GDP（1次速報値）

17日(火) 米国 鉱工業生産指数、小売売上高（7月）

27日(金) 米国 個人所得、個人消費支出、個人消費支出デフレーター（7月）

31日(火) 日本 鉱工業生産指数（7月）
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